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占領期公民館構想における
図書館の位置づけに関する批判的再解釈
吉田 右子
A Critical Reinterpretation of the Position of Libraries in the Citizens’ Public Hall Plan During the Occupation Period, by
YOSHIDA Yuko.
本稿では公民館設置の基点に立ち戻り，公民館を発案した寺中作雄の言説を中心に，公
民館構想における図書館の位置づけを検討した。占領期公民館構想においては既存の図書
館との関係や公民館内の資料提供サービス機能が提示されつつも図書館界と公民館界によ
る領域横断的な議論はなされず，両者の一体的運営に向けた方向性は示されなかった。両
者の関係性は図書館と公民館での個別的連携にとどまった。個別法を持つ図書館と社会教
育法に規定された公民館の制度上の複線構造により，図書館と公民館は分離して論じられ
今日に至っている。
1．はじめに
21世紀の公共図書館は資料提供を中心とした静寂
な場所から，あらゆるメディアを通じて他者と対話
しコミュニケーションを行う場所となっている。し
かしながら日本の大多数の図書館において，児童
サービスのスペースを除き館内では静寂さが厳密に
保持され，資料閲覧と個人学習が利用者の主たる活
動となっている。そうした環境下の図書館において
利用者同士の対話や議論は存在しえない。
一方，日本には生涯学習のための中核的機関の1
つとして公民館があり，あらゆる年代を対象とした
生涯学習プログラムを提供し，地域住民の多様な学
習・文化活動を支えている。公民館に関して施設数
や主催事業の減少，利用者の固定化なども指摘され
ているものの，公民館数は類似施設も含め全国に
2016年10月現在14，841館あり，同年度の公共図書館
数3，331館の約4．5倍であり，そのほとんどが地域住
民の居住圏内に設置されている1）。
中央教育審議会は，2018年12月に「人口減少時代
の新しい地域づくりに向けた社会教育の振興方策に
ついて（答申）」をまとめた。同答申では公民館と図
書館及び博物館が今後，地域の学習拠点としての役
割を果たしつつ，公民館には「地域コミュニティの
維持と持続的な発展を推進するセンター的役割，地
域の防災拠点」，図書館には「他部局と連携した個
人のスキルアップや就業等の支援，住民のニーズに
対応できる情報拠点」となることが求められている
とする2）。
佐藤一子は公民館を「学びの公共空間」と捉え，
その歴史的発展と今日的な課題を整理している3）。
佐藤は公民館と図書館・博物館との差異を「市町村
区域内で地域住民の共通の関心と生活の共同性を
ベースにしながらつどい，学びあい，地域内で『応
答が返される』関係を創り出す」ところに見出し，
公民館を「地域住民の自己教育と相互学習の継続的
発展を不断に創り出す『地域的な学びの公共空間』」
と規定している4）。
海外の公共図書館が，資料や情報へのアクセスを
基盤に，多様な学習・文化プログラムを地域住民を
対象に提供する総合的な教育・文化施設としての役
割を担う一方で，日本の場合，図書館が主として情
報アクセスと読書のための施設として，公民館が学
習講座や文化プログラムのための施設として活動領
域を部分的に重ね合わせつつも，双方の施設的特徴
を生かして機能分担することで，地域の生涯学習空
間を形成してきた。換言するならば，海外の公共図
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書館は，日本の公共図書館と公民館の機能を併せ
持った施設として機能している。
資料提供の場から複合的な目的を持つ生涯学習施
設となった海外の公共図書館が，現在最も重視して
いるのは公共図書館が地域住民の出会いと対話の場
所として存立することであり，法制度に公共図書館
が議論と対話空間であることを盛り込むことが近年
の傾向として顕著に見られるようになってきた。し
かしながら日本の大多数の図書館においては館内で
の会話が制限されているために，議論と対話の場と
なることが阻まれている5）。一方，公共図書館とと
もに地域住民の生涯学習のための日常的施設である
公民館は学習講座や文化プログラムの実施を主体と
する施設であり，会話・対話が自然に醸成される空
間である6）。
つまり海外の公共図書館が標榜する会話と対話の
ための公共的学習空間は，日本では「公民館」に準
備されてきたと言える。公共図書館と公民館の二層
から構成された日本の生涯学習空間は，図書館機能
と公民館的機能を持つ海外の公共図書館の在りよう
と比較すると，際立った特徴を持つ。実際に公共図
書館と公民館は地域住民の生涯学習施設としての目
的を共有し，学習・文化施設としての機能を部分的
に共有しつつ生涯学習のための豊かな基盤を形成し
てきたのである。
公共図書館と公民館はともに生涯学習の中核的拠
点であり，きわめて類似した事業も多い。社会教育
法第20条2項は公民館の学習・文化事業について
「討論会，講習会，講演会，実習会，展示会等を開
催すること」と定めている7）。一方，図書館法第3
条6項には，「読書会，研究会，鑑賞会，映写会，
資料展示会等を主催し，及びこれらの開催を奨励す
ること」とある8）。図書館法第3条9項9）により連
携を維持してきた両者の関係について，公共図書館
と公民館の専門雑誌では定期的に特集が組まれ，歴
史的経緯，現状，課題などが論じられてきた10）。
近年の両者をめぐる議論は公民館の中に設置され
る「公民館図書室」に集中している。社会教育法は
第22条3項で「公民館の事業」として「図書，記録，
模型，資料等を備え，その利用を図ること」11）と定
めており，この条文が公民館に図書室を置く法的根
拠となってきた。しかしこの条文は公民館の機能の
一つとして資料の提供を定めているのであり，資料
スペースを規定するものではない。この定義をめぐ
り公民館図書室に関する批判的議論が展開されてき
た。公民館図書室は公共図書館未設置地域において
は，住民の情報アクセスの拠点として実質的に公共
図書館の役割を果たしている。しかしながら図書館
法に定められた図書館ではないため，公共図書館
サービスを十全に果たすことができない。2006年10
月には社会教育施設整備のための補助金によって設
置された公民館の図書室が図書館として認められる
こととなった。これは1995年の合併特例法により
2005年から2006年にかけて起こった市町村合併の動
きによる公民館図書室の図書館への転用を反映した
政策であった12）。また公民館図書室に対する住民の
働きかけにより公共図書館設置運動が起こり，公共
図書館設置を実現させた例もある13）。しかしながら
大多数の公民館図書室は専任職員，資料数，資料情
報サービスの点で，量と質を兼ね備えた図書館サー
ビスを提供することが困難な状況での運営を余儀な
くされている。
先行研究は，公共図書館と公民館が日本の社会教
育の中核的機関であることを踏まえた上で，両者の
関係性が孕む本質的問題を指摘している。特に図書
館界では，昭和20年代に小規模図書館が公民館に切
り替わっていったことが問題視され，公民館図書室
の図書館としての位置づけが図書館法に明確に記述
されなかったことによる弊害を今日の公民館図書室
の課題として認識している。内田和浩は公民館図書
室の位置づけの危うさを指摘している14）。西田博志
は公民館図書室の図書館サービスが貧困な状況に置
かれている現状を報告し「両者を区別して考えるこ
とには無理があり，そういう意味では，図書館や公
民館の関係者は，余りにも「公民館図書室」の名称
と役割にこだわり過ぎていなかったであろうか」と
疑義を呈した15）。進藤文夫は公民館と図書館の歴史
的経緯を示しながら，図書館側の公民館に対する不
信感の理由を示唆している16）。谷貝忍は住民が自分
に合った施設を自由に選択していることを示しなが
らも「社会教育機関として共同の基盤をもつ二つの
施設は本来それぞれ独自の役割を担いながら，その
事業内容には類似的に重なりあう部分があり，共同
や提携が不十分な場合，教育行政としての展開は非
効率となり，場合によっては『張り合う』という住
民にとっては理解に苦しむ現実さえが生まれかねな
い」と指摘した17）。
行政上の位置付けや両施設の役割が問題化される
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一方で，公共図書館と公民館が有機的に機能するこ
とで地域の学習環境が豊かになること，住民の社会
教育への多様なニーズの充足は社会教育機関の多様
性によって担保されることが同時に指摘されてきた。
「住民たちは，新たな期待をもって，図書館，公民
館をみている。……かれらは自分たちの欲求を充足
するため社会教育施設を利用するが，複数施設を利
用することが多い。このことは，かれらの多様で深
い欲求を充足するには複数の施設が必要なこと，さ
らに各施設間の連絡，提携を求めていることを示
す」18）あるいは「社会教育施設は，それぞれが孤立
し，単独で活動するものとしてあるのではない。住
民の多様で複雑な要求に対し，それぞれがその特徴
を活かし，それを充足するよう全体として体系だて
られ，組織をもって活動するものである」19）などが
そうした見方である。小川剛は両者の関係について
「図書館と公民館とが協力体制を組むのは，住民の
学習権を生涯にわたって十全に保障するためであ
る」とした上で，「図書館は最も豊かな知識，情報
源をもち，公民館は最も住民に親しまれている施設
である。単純にいえば，両者が結びつくことによっ
て，多くの住民に豊かな知識，情報源を保障するこ
とになる。また，公民館での学習活動に厚みが加わ
ることになる」と述べている20）。日本の生涯学習空
間において公民館と図書館が中核的な存在となり，
基本的にはそれぞれが固有の役割を果たすことでそ
の成果が重なり合い，豊かな生涯学習空間が醸成さ
れてきたことは間違いない。
本研究は公共図書館と公民館を中心に形成されて
きた日本の社会教育の歴史を踏まえ，多様な社会教
育施設が地域に厚みのある学習空間を構成すること
の意義を認めた上で，両者を先行研究とは異なる方
向性で捉えることを目指す。本稿では公民館設置の
基点に立ち戻り，公民館を構想した寺中作雄の言説
を中心に公民館構想における図書館の位置づけに着
目する。田所祐史は公民館の歴史を考える際，図書
館および隣接領域と関連づけて検討していく必要性
について言及し21），公民館が「幅広い多機能性・総
合性をもって普及したことにより，学校教育，図書
館，社会事業（福祉）など隣接領域と包含・連携・
対立などさまざまな関係を結ぶ」ものであることを
指摘している22）。
本稿の目的は公民館の発案と設置の最初期に焦点
を当てて，その段階で図書館および資料提供を含む
図書館サービスはどのように捉えられていたのかを
分析し，占領期初期にいかなる地域社会の学びの空
間が示されていたのかを明らかにすることである。
戦後初期公民館の構想の際，その計画に図書館的
な要素がどのように関係づけられていたのかを歴史
的に検討することは二重の意味で重要である。1つ
には日本の公共図書館の数が海外に比較して絶対数
が不足しているという事実を踏まえ23），公民館図書
室を公共図書館のオルタナティブとして捉え直す可
能性の検討材料とすることである24）。これは公民館
図書室それ自体の公共図書館としての存立可能性を
探る作業として捉えられる。もう1つは，日本の公
民館で実施されている各種学習・文化事業が海外で
は主として公共図書館で実施されている状況を鑑み
るに，日本では公共図書館ではこれらの文化プログ
ラムをどのように伸展させていく可能性があるのか
を探る点である。これは公共図書館と公民館の機能
分化あるいは役割分担を探る作業として捉えられる。
2．先行研究
公民館は文部省社会教育局公民教育課長であった
寺中が1946年に発案した日本独自の社会教育施設で
ある。寺中の公民館構想については社会教育の領域
を中心に多くの研究者が公民館着想に至る寺中の経
歴や公民館に関わる見解，構想が具現化されるに至
る経緯，公民館の施設としての独自性の解明に取り
組んできた。
上原直人は寺中が公民教育の振興のための施設と
して公民館を発案した1945年終わりごろから公民館
を法的に規定した社会教育法が制定される1949年6
月までの寺中の公民館構想を，寺中の公民教育論を
中心にその社会教育理論の深化の軌跡をたどってい
る25）。植原孝行は寺中が公民教育課長であった時に
社会教育局長であった関口泰からの影響について検
討している26）。夏鵬翔は公民館構想と「三多摩テー
ゼ」と呼ばれる戦後の公民館の基本的な考え方を関
連付けながら論じている27）。上原は寺中の社会教育
観を浮かび上がらせながら公民館が日本独自の社会
教育施設として立ち上がって行く様相を総合的に検
討し，公民教育を担う施設としての公民館を構想し
た寺中の公民教育論の全体像を解明した28）。生島美
和は寺中の公民館構想を地域博物館論から検討し，
先行研究が「社会教育法以後の専門化された施設論
に立脚し，寺中構想を公民館史のみで論じてきたこ
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とで，そこに描かれた図書館や博物館の機能を捨象
もしくは矮小化してきたのではないか」と問うてい
る29）。田所は1934年に松尾友雄によって示された社
会教育館構想を参照しながら寺中の公民館構想の特
徴を検討している30）。
図書館史研究においては，戦後初期の公民館構想
と構想の具現化による公民館設置の急展開に関して，
否定的な認識が示されてきた。裏田武夫と小川剛は
1946年7月に通達された文部次官通牒「公民館の設
置運営について」に基づいて全国に公民館が設置さ
れることが，「それまで民主主義思想普及の唯一の
社会教育機関として考えられていた公共図書館の立
場を相対的に低下させ，また，文部省の社会教育に
かんする関心を公民館に移させるという結果になっ
た。このことは，市町村段階までの図書館の設置を，
現実的に不可能にしてしまったといえる」とし，公
民館の振興・普及が公共図書館の展開を妨げたとす
る31）。石井敦らは「文部次官通牒」が「敗戦後の混
乱期に，忽然と社会教育関係官僚によって構想され，
その設置奨励が行われた……彼らは，以後社会教育
施設の中心を，自分たちの作ったこの公民館におき，
勢力的に補助金を注いでその維持に務めてきた。こ
の社会教育行政中における公民館偏重が，図書館改
革を遅らせる一因にもなったと見るのは，図書館関
係者の僻目だろうか」と当時の社会教育政策に疑義
を呈している32）。小川徹は1950年に662館あった町
村立図書館が，町村合併後の1955年には215館になっ
たことについて「文部省は，統廃合された図書館は，
公民館図書館に移行した」と認識していたとし，当
時，同省が「公民館内に図書館的機能をもった図書
部を置き，その機能を充実させれば」図書部の独立
は必要なしと考えていたと指摘している33）。1950年
代に公民館と図書館が有機的な関係を結んでいる地
域は少数であったと言えるだろう34）。
このように寺中の公民館構想についてはすでに一
定量の研究の蓄積がある。しかしながら初期公民館
構想と図書サービスあるいは図書館との関係性に焦
点を当てた先行研究は存在しない。そこで本稿では
先行研究では十分に検討されてこなかった公民館構
想における図書館や資料サービスの位相を，寺中の
言説を中心に分析し解釈し直す。
3．占領期公民館構想と図書館
本章では，寺中の公民館構想に関わる主著である，
公民館構想が活字として初めて公にされた「公民教
育の振興と公民館の構想」35）（1946年1月），文部省
から全国の自治体に向けて公民館の設置を通達した
文部次官通牒「公民館の設置運営について」36）（1946
年7月），文部省が公民館を全国的に設置していく
際，それを後押しする役割を果たした『公民館の建
設』37）（1946年12月），『公民館の経営』38）（1947年6月），
『公民館はどうあるべきか』39）（鈴木健次郎との共著，
1948年5月）を検討する。さらに公民館構想と設置
過程に関わる寺中の回想も含めた文献・資料を時系
列に沿ってみていき，図書館および資料提供を含む
図書館サービスについての記述を抽出・分析するこ
とで，初期公民館構想と公共図書館の関係性を探る。
3．1「公民教育の振興と公民館の構想」（1946年）
文部省社会教育局の要職を歴任した寺中が初めて
公民館構想を公にしたのは，1945年12月の社会教育
局会議の席であった。当時，社会教育局公民教育課
長の職にあった寺中は局議で次のように発言した40）。
社会教育のための中心施設を各市町村に持た
せ，同時に社会教育の仕事を恒久的に継続して
行けるような機構を作って，人と施設と仕事と
が結合して併行的に進むようにしなければ，根
本的な社会教育の振興は期せられないと思う。
そこで私はその社会教育の中心施設として，「公
民館」というものを考えてはどうかと思う。「公
民館」というのは，公民学校，図書館，博物館，
公会堂，町村民集会所，産業指導所を兼ねたよ
うなもので，社会教育，自治振興，社交娯楽，
産業振興，青年養成というような広汎な機能を
綜合的に推進する民主的な機構を持った施設と
して盛り立てて行く必要がある。［下線部は筆
者による］
寺中は会議で公表した公民館構想を「公民教育の
振興と公民館の構想」としてまとめた上で『大日本
教育』に投稿した。同論文で寺中は公民館を「現在
の図書館施設と青年学校を総合したものを基軸」と
すると規定した上で41）「公民館は図書館であり博物
館であり，郷土館であり，社交場であり，公会場で
あり，又教会堂であり，青年団，婦人団，壮年団等
の溜りであり，青年学校でもあらしめたい」とし，
公民館が図書館の機能も含め複合的な目的を持つ社
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会教育施設であることを明示している42）。さらに「公
民館には講堂，図書室，陳列室，談話室等が施設せ
られ……常時読書会，講演会，映写会，親睦会，講
習会展覧会等が開設せられ」と述べ43），公民館には
図書室がおかれること，常に読書会が開かれること
を示唆している。
ただし寺中は図書館や資料提供に言及しながらも
「公民館の使命は第一義に自治の振興を目標とす
る」と主張している44）。公民館は地域社会の自治を
形成し維持していくために存在し，図書・資料サー
ビスを含め公民館の目的は自治確立のためであると
の見解が示された。その後の回想でも「昔，島根県
で若い見習い時代に地方の村々をあるきまして，地
方の人たちが自治というものを体得していないこと
を知った，無知のために，自治が乱れていることを
みていたことにあった」と述べるなど，地域の自治
の確立が公民館を構想するヒントだったと述べてい
る45）。寺中の公民館構想の中心には，自治の支柱と
なる公民教育が揺るぎないものとしてあったことは
すでに先行研究が明らかにしている46）。それは公民
館に置かれる資料についての発言「公民館には国民
の文化水準向上に適当な図書を不断に配給し，特に
国民必読と考へられる権威ある書籍は公民教育の教
科書としての意味を含めて可能な限りの部数を備付
させる様にしたいものである」などの指摘にも明確
に示されている47）。寺中は構想の中で「一般町村を
対象に考へ，大都市で既に図書館を有し公会堂博物
館美術館を持ち，娯楽機関や啓蒙宣伝機関を持つた
所は，特に之らの機関の総合されたものとしての公
民館を置く必要はないであらう」と述べ，非都市地
域を公民館設置の主たる対象と考えていた48）。
3．2 文部次官通牒「公民館の設置運営について」
（1946年）
1946年4月に連合国軍最高司令官総司令部（GHQ
/SCAP）民間情報教育局（CIE）に成人教育担当官
（Adult Education Officer）としてジョン・モーニ
ンガー・ネルソン（John Monninger Nelson）が着
任した。ネルソンと社会教育課長となった寺中との
間で公民館（Citizens’ Public Halls/ Civil Halls）
構想検討が本格化した49）。ネルソンは占領期の日本
で，これまでに存在していなかった新たな社会教育
施設である公民館の普及を実質的に推進させていく
ために中心的な役割を果たした50）。2人が検討した
のは文部次官通牒として通達されることになる文書
「公民館の設置運営について」である。同通牒が発
表されるまでの，CIE と文部省の折衝については，
大田高輝が CIE 社会教育文書に基づいて詳細に報
告している51）。ネルソンが公民館構想を文部省から
受け取ったのは1946年5月2日であったが，1946年
7月1日に承認されるまでに文部省関係職員と毎週，
多い時には週3回の会議を行い内容を固めていっ
た52）。ネルソンが当時作成していた週間報告書を分
析した大田は，「占領下公民館構想とは，もともと
文部省社会教育局が『文部省構想』という『原案』
の形で提案し，文部省社会教育局と……CIE 教育
課とりわけ成人教育担当官ネルソンの関与の影響を
直接的に内包した新しい地域社会の社会教育の中核
的な機関の構想である」と述べ，寺中個人の公民館
構想が，文部省と CIE の折衝の場での議論によっ
て形成されていった過程を総括している53）。そして
「公民館の設置運営について」は，日本側と CIE
側の折衝から約3ヶ月という早い速度で完成し1946
年7月5日に通達された。
ネルソンは帰国後，自身の博士論文のテーマに占
領期日本の社会教育を選び，The Adult-education
Program in Occupied Japan, 1946-1950 としてカ
ンサス大学に提出し博士号を得ている54）。ネルソン
の公民館に関わる認識はこの博士論文に以下のよう
に明瞭に記されている55）。
地域の教育機関としての公民館は……日本の
文化様式に調和するかのようにも思われた。「地
域共同体的営為は東洋の地域と同様に日本でも
生活上の強力な特徴であったし，今でも相変わ
らずあり続けている」。……そのような地方の
教育機関を通して，公衆は「自己を発見し，確
立する」ことができる。
ネルソンは公民館が地域共同体の結びつきが強い
日本の文化に合った成人教育機関であると認識し，
その有効性を信じていた。大田はネルソンの公民館
に関する認識として「民主的な方法で人々を訓練す
る場としての公民館」「成人教育の地域的拠点とし
ての公民館」「成人教育の地方分権化の手段として
の公民館」の3点を抽出している56）。
ネルソンは博士論文の中で「成人教育に関する公
的機関の再編と発展」に1章を当て公民館と図書館
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についてそれぞれ解説しているが，公民館の項目に
図書館への言及はない。唯一図書館サービスに関わ
る記述として，公民館に置く資料として新刊書，雑
誌・新聞と新憲法に関する図書，農業関係の資料に
言及し，それらの資料を用いた討論に触れた部分が
ある57）。また図書館の項目においては，他の類縁機
関と同列に公民館と図書館の連携に言及があったの
みである58）。
1946年7月5日に通達された「文部次官通牒」に
おいて，公民館は以下のように規定された59）。
公民館は全国の各町村に設置せられ，此処に
常時に町村民が打ち集つて談論し読書し，生活
上産業上の指導を受けお互の交友を深める場所
である。それは謂はゞ等郷土に於ける公民学校，
図書館，博物館，公会堂，町村民集会場，産業
指導所などの機能を兼ねた文化教養の機関であ
る。［下線部は筆者による］
公民館設置の具体的計画の中には「図書館，博物
館，郷土館等があれば之を公民館に併合し，又は之
を公民館の分館として活用すること」とあった60）。
また「町村以外の都市で市立図書館，博物館，公会
堂等のある所は，極力之らの施設の固有機能を充実
発揮せしめる様にし，特に別個の公民館の設置は必
ずしも考へる必要がないと思はれるが図書館，博物
館，公会堂等に於て其の附帯事業として図書資材の
貸出を行ひ又各種の会合を開催し努めて公民館的な
経営を行ふことについては，大いに考慮すること」
として，公民館施設がない場所では，図書館が附帯
事業として公民館活動を行うことを促している61）。
文部次官通牒で通達された公民館設置を実行して
いくための指針として1946年12月に刊行された『公
民館の建設』において既存の建物の転用について，
以下のような記述がある62）。
宏壮な石造建築物を空想する必要はなく町村
内にある既設建物を利用して充分町村民に愛さ
れる魂のこもつた公民館を作ることが出来るの
である。学校，図書館，公会堂，道場，寺院，
工場宿舎など，町村民の最も集まり易い場所に
ある最も適当な建物を利用して公民館として施
設すればよい。学校の外に図書館，博物館，郷
土館等があれば之を公民館に併合するなり，又
は之を公民館の分館として活用するのもよい
……一般的に見て一番適當と思はれるのは独立
校舎を持つた青年学校で，青年団と特別の親し
みもあり，之を公民館として解放する様にする
事は望ましい事である。［下線部は筆者による］
続けて公民館と図書館の関係について「公民館が
将来制度として確立せられ，図書館制度との調整が
為されるまでの間は，制度的な矛盾があるのは止む
を得ない。ゆえにこゝに図書館を公民館に併合し，
又は公民館分館として活用すると言ふ意味は，既存
の公立図書館を法的に廃止して，公民館に合併する
意味ではなく，実際運営の上に於て機能的に公民館
に併合し，公民館と一体的に運営する意味である」
と述べている63）。
公民館に最も転用しやすい施設として青年学校が
あげられる一方で既設の図書館等を公民館に「併合
する」とするなど，公民館を主，図書館を従と受け
取ることもできる表現が使われていた。こうした表
現が戦後誕生した公民館に先行し，この時点ですで
に社会教育施設として半世紀以上の歴史を持ってい
た図書館界の反発を招いた可能性は否めない。
ところで寺中が最初に公民館を構想した時に，公
民館の役割として，図書館の中心的業務である図
書・資料提供サービスが組み入れられていたことは
前述した通りである。「次官通牒」においてはこう
した構想を具現化する組織も明示された。すなわち
公民館の編成として教養部，図書部，産業部，集会
部が挙げられ，各部には主事を配置することが示唆
されている64）。図書部の仕事としては，教養図書，
科学雑誌の購入，住民への閲覧サービス，貸出サー
ビス，読書会の開催，館外サービスが促されている。
「読書相談と巡回文庫」を扱った節で寺中は公民館
内での閲覧よりも貸出を重視する理念を具体化する
方法として「図書部の仕事は図書を備へて町村民の
閲覧に供する事であるが……読者の訪れるのを漫然
と手を拱い待つべきものではなく，求めに応じて，
図書の方から読者に近付かねばならぬ。即ち貸出文
庫，巡回文庫を実施し，又読書会を催して，積極的
な読書指導を為すべきである」と述べ，アウトリー
チサービスの必要性を指摘した65）。郷土史料，行政
September 2019 吉田：占領期公民館構想における図書館の位置づけに関する批判的再解釈
195
史料，産業教育資料の収集，提供を通じて地域住民
の教育指導を行うこと，図書部専任主事が図書の購
入，保管，貸出，読書指導を行うことも明記されて
いる66）。
3．3『公民館の経営』（1947年）
1947年に出された『公民館の経営』は前年度の文
部次官通牒を受け，公民館普及のために刊行された
書籍である。「公民館経営の目標」「公民館運動」「公
民館の設計」「公民館の性格と運営方針」「公民館運
営の組織」「公民館の事業計画」からなり，平易な
言葉で公民館の意義を伝えようとしている。同書に
は公民館の図書部の特徴を図書館と比較して述べて
いる箇所がある。「公民館の図書部は独立の図書館
よりも一層広い広がりを持ち，社会生活と直結し，
職業生活と深く接触した町村民の文化の心臓として
の使命を果たすものでなければならない」という部
分であるが67），「図書館よりも一層広い広がり」と
いう文言は同時代の図書館の「閉鎖性」を暗示して
いるようにも取れる表現である。
さらに公民館図書部に関して「特志研究家を「迎
え待つ図書館」ではなく「招く図書館」「出掛ける
図書館」となることを望むものである」と説明して
いる68）。寺中の既存の図書館に対するイメージは「迎
え待つ図書館」であり，それと対比させる形で公民
館図書部を「出掛ける図書館」と表現することで伝
統的図書館像を批判している。
1948年の東京都社会教育研究大会に文部省代表と
して登壇した寺中は「公民館運動は一昨年からはじ
まりまして約二年になりました。その間，国民の非
常な支持を得まして，現在全国に約三千館の設立を
見ている」と述べた上で，東京都のような大都市に
おける公民館運動が行き詰まりを打開するために
「小さな地域的のところに，適当な建物を見付けて，
そこに皆が集つて話し合い，討論しあい，あるいは
講演を聞くとか娯楽会を開くとか，あるいは
いろ
〵 〳
の講座を開くとか，あるいは小図書館を開
設するとかいうような形の公民館を持つことが必要
であると思うのであります」と発言している69）。こ
れは町村を中心に公民館数が順調に伸びる中で，構
想最初期の「公民教育の振興と公民館の構想」では
必ずしも設置の必要なしとみなしていた都市部への
公民館の普及を狙った発言として受け止めることが
できる。この大会には日比谷図書館長であった中田
邦造も登壇しているが，発表は「東京都における図
書館の概況」を論題としており，その中で公民館に
は一切触れていない70）。また質疑応答でも，登壇者
と参加者とのやりとりは個別の施設に関わる内容に
終始し，公民館と図書館の関係性に関わる質問は皆
無であった。
3．4『社会教育法解説』（1949年）
1948年4月に「社会教育振興方策について」（昭
和二十三年四月九日 教育刷新委員会第64回総会決
定）が内閣総理大臣に提出されたのをきっかけとし
て，文部省内では社会教育法案に関する検討が本格
化した71）。社会教育法は1949年4月30日に第5回国
会に提出され，1949年6月10日に公布された。
寺中は1949年7月に『社会教育法解説』を刊行し
た。同書は社会教育行政の沿革と動向，社会教育法
制定の経緯や審議過程の解説からなる総論と社会教
育法の総則，社会教育団体，社会教育委員，公民館，
学校施設の利用，通信教育，附則を解説した各論か
ら構成された。寺中は新しい社会教育の形として，
学校拡張，社会教育施設，団体活動をあげる中で社
会教育施設である公民館を以下のように説明した72）。
公民館とは読書施設のみならず，これに附随
して集会所施設，展示施設，文化機材設備等を
備えて，読書，講演，集会，討論，展示，社交，
娯楽等の為の総合的な市町村の文化センターと
する趣旨の施設であつて，一は書類倉庫に堕し
勝な図書館の形態に活を入れる方法として，一
は民主的な社会教育方法の奨励方策として構想
されたものである。［下線部は筆者による］
図書館は寺中が「書類倉庫」と称した資料収集と
保管以外に，利用者への直接的な情報提供サービ
ス・読書支援サービスをその業務の中核としていた
ものの，寺中のような社会教育政策の中枢にいた者
にとっても，図書館の資料の収集と保管以外の機能
がきわめて見えにくい状況であったことを反映して
いる。地域社会から孤立した存在として図書館をみ
る寺中の図書館観は，次のような文章からも明らか
である73）。
戦後館界待望の図書館法の制定をみましたが，
社会教育全般のうえからは，図書館は何かエァ
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ポケットになつたの感を率直にいつて私は抱く
のでありまして，社会教育施設と機関との関連
のもとに図書館が現在私に抱かせるエァポケッ
トの感を解消する方向に，図書館の存在を真剣
に考えて，欧米諸国が図書館中心の社会教育を
展開している現状に，わが国の図書館も複雑な
社会事情を調整しながら，近付けたいと考える
のであります。……社会教育施設の整備拡充充
実はわが国の事情が事情であるだけに，一層の
緊急性をもつのであります。図書館はそういう
緊急性の課題のまえで，現在の社会教育施設の
中心として，課題解決の報告にその全組織をあ
げて，活動を展開する時機であると考えるもの
です。
明言は避けているが，寺中は社会教育において図
書館は十分な存在感を示していないととらえていた
ことを暗に示唆している。
「公民館の目的」を示す第20条の説明として，寺
中は「公民館には郷土民が自由に活用し得る図書類，
展示資料類，教養上産業指導上の諸器具機械類から
健全娯楽用具に至る各種文化施設を常時備えつけて
彼らが自ら教養を高め得る環境を整備し郷土民とつ
てありがたい便利な施設とし，また郷土における各
種集会，講習会，研究会，討論会その他あらゆる会
合や文化行事に利用されるものである」と公民館の
必要性について論じている74）。
3．5 公民館構想に関わる回想
寺中は1955年9月文部省社会教育局長を退任し文
部省を退いた。その後は外務省駐仏日本大使館参事
官，国立競技場理事長，国立劇場理事長などの役職
を歴任したが75），社会教育政策に直接携わることは
なかった。ただし折に触れて，公民館構想当時の状
況，公民館構想をともに育てたネルソンとの議論の
場の雰囲気，関係各省との折衝の様子を社会教育関
連の雑誌等で表明している76）。
こうした回想の中には，公民館と図書館との関係
についての言説がみられるが，その多くは公民館制
度と図書館制度の対立構造の指摘であった。社会教
育法制定5年を迎えた時期には「公民館制度を法制
化することについては部内から相当に横槍が入った。
図書館関係者の反対である。図書館の機能をも持つ
ものとされる公民館の制度が法制的に確立されるこ
とは，政府施策がこの方へ集中され，図書館に対す
る施策が手薄になって，図書館の牙城が公民館に乗
取られる危険があると考えられたためである」77）と
社会教育法制定をめぐる図書館界との衝突を振り
返っている。社会教育法制定への反動主義的な動き
があったことについて「それは図書館関係者から上
る反対の火の手で，図書館の機能も併せ持つとされ
る公民館の制度が法制的に確立された場合，図書館
に対する措置が手薄になって，図書館の牙城が公民
館によって乗っ取られてしまうのではないかという
危惧から来ているのであった。図書館と公民館との
功罪比較論などが関係者の間で激しく議論されて，
賑やかな毎日であった」と振り返っている78）。公民
館が社会教育法によって法制化されていく経緯につ
いては「公民館だけを社会教育の中心に考えられて
は困る。それに似た施設として図書館があるじゃな
いか。公民館をチヤホヤすることは図書館が疲弊す
ることを意味するということで，図書館側から非常
に文句が出ました」と同法への反発が強かったこと
を示唆している79）。
公民館の普及には CIE 成人教育担当官ネルソン
の強力な推進があった。寺中は「通牒発出後は，ま
るで自分で発案した構想施設であるかのように，よ
い意味で公民館の推進に全力を挙げて地方を督励す
る態度を取り，ネルソン氏の督励をうけた各地方の
民事部では，むしろ行き過ぎる位に，公民館の設置
に熱を入れてくれた。こうした態度が，公民館はア
メリカの受売だという印象を地方に与えた原因であ
る」のように表現している80）。
公民館を振り返る対談の中で戦前の公民館運動に
ついて知っていたかを問われた寺中は「そういうこ
とは一向に知りませんでしたね」と答え，構想は戦
後独自に思いついたと語っている81）。そして「『公
民館』という思いつきの造語がついに法律文句にま
で取り上げられることになろうとは……思いがけぬ
結果であった」とし，公民館が寺中自身のオリジナ
ルな造語であったと述べている82）。寺中の公民館構
想は寺中単独の発案であり，図書館界に附帯施設論
争を起こした社会教育館構想など，戦前の類似施設
に関する議論との連続性はない。
ただし寺中は1932年に刊行された『理想郷土の建
設』に，公民館に似た構想が出ていることを知人か
ら聞かされたエピソードを紹介しながら「こういう
ことがあり得るのは……公民館の構想が特別新しい
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ものではなく，社会教育が郷土振興を目標とした共
同総合施設というようなものを中心になさるべきだ
とすることは，以前からある考え方であるからであ
る」とも述べている83）。つまり公民館という概念そ
のものは，社会教育施設としての普遍性を有してい
たことを寺中自身も認めていたのであった。
4．考察：占領期公民館構想における図書館の
位置づけをめぐる論点
本稿では寺中の公民館に関わる主著及び文部次官
通牒を分析対象として，占領期公民館構想における
図書館および資料提供を含む図書館サービスの位置
づけを検討してきた。本章では寺中の経歴を振り返
り，その著書や発言に示された公民館構想における
図書館の位置づけを改めて考察していく。
4．1 寺中作雄の経歴と公民館構想
本節では，寺中の経歴と公民館構想および政策と
の関わりを跡付ける。寺中の行政官としての経歴お
よび公民館構想と公民館政策の展開をまとめると表
1のようになる。
先行研究で述べたように，寺中の公民館構想の中
核には自治の支柱となるべき公民教育が揺るぎない
ものとしてあった。そこには寺中自身の行政官とし
ての経験が反映している。寺中は1934年に内務省に
入り，島根県警部保安課に配属になった。島根県と
富山県に配属されていた時に，自治行政の監査や選
挙事務を担当し，地方における政治関心の低さを体
感し，地方自治を担う公民の重要性に目覚めたとさ
れる84）。寺中は後年になって，社会教育課に入った
時の社会教育のイメージは，自治教育や産業教育に
近いところにあったと回顧している。そして地方自
治と公民教育を接続させて公民館を発案したことを
「一般教養よりも自治と結びついたものをやるほう
が，社会教育になると思ったので，公民教育課長に
なったときに，公民館をおもいたった。……一般教
養，自治教育，産業教育を，設備をもって，綜合教
育としてやるねらいだった」と説明している85）。寺
中の公民館構想の源泉が，内務省時代の経験にあっ
たことは明らかである。
4．2 寺中の公民館構想と図書館界
本節では寺中の公民館構想における図書館の位置
づけを同時代の図書館界の動向も踏まえ検討する。
1946年に出された「公民教育の振興と公民館の構
想」を出発点として，CIE との協働により構想が
日本の社会教育政策として結実した1946年文部次官
通牒「公民館の設置運営について」の通達，公民館
の法制化を実現した1949年の社会教育法の制定とい
う一連の流れの中で，公民館構想は全国規模での施
設の設置・普及へと進展した。寺中一個人の発想で
あった公民館という社会教育施設の構想が，着想を
表1 寺中作雄の経歴と公民館に関わる主要事項
年 月日 経歴と公民館関連事項
194511月 社会教育局 公民教育課長兼調査課
長
12月 文部省社会教育局公民教育課長とし
て社会教育局会議で公民館構想を発
表
12月 「公民教育の振興と公民館の構想」執
筆
1946 1月 「公民教育の振興と公民館の構想」が
『大日本教育』に掲載される
3月 公民教育課長兼社会教育課長
4月5日 連合国軍最高司令官総司令部（GHQ/
SCAP）民間情報教育局（CIE）成人
教育担当官（Adult Education Officer）
にネルソン着任
5月 社会教育課長としてネルソンとの間
で公民館構想検討
7月 「公民館の設置運営について」（昭和
二十一年七月五日発社一二二号
各長官宛文部次官通牒写）通達
12月 『公民館の建設：新しい町村の文化施
設』（公民館協会）
1947 6月 『公民館の経営』（社会教育連合会）
1948 5月 鈴木健次郎との共著『公民館はどう
あるべきか』（社会教育連合会）
1948 4月9日「社会教育振興方策について」（昭和
二十三年四月九日 教育刷新委員会
第64回総会決定，内閣総理大臣に提
出
1949 6月1日 文部省大臣官房会計課長
6月10日 社会教育法制定
7月 『社会教育法解説』
1950 4月30日 図書館法制定
1952 1月 文部省社会教育局長
1955 9月 文部省社会教育局長退任・文部省退
官
出典：田所祐史「戦前と戦後初期の社会教育施設構想に
関する考察：松尾構想と寺中構想を中心に」『日
本公民館学会年報』No．7，2010，p．99の年表を
元に筆者作成
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得てからわずか半年足らずで文部省の社会教育政策
文書「文部次官通牒 公民館の設置運営について」
へと展開されたことは社会教育史上，特筆すべきこ
とであった86）。
1950年7月の報告によると，文部次官通牒の通達
1年後の1947年8月には公民館の設置率は，全国市
町村の約19パーセント，1948年8月には約33パーセ
ントとなった。社会教育法制定を経て，1950年4月
に公民館数は16，783館と報告されている87）。こうし
た急激な公民館数の増加には，公民館政策の転換が
あった。
1946年の時点で寺中は「一般町村を対象に考へ，
大都市で既に図書館を有し公会堂博物館美術館を持
ち，娯楽機関や啓蒙宣伝機関を持つた所は，特に之
らの機関の綜合されたものとしての公民館を置く必
要はないであらう」と説明しており88），図書館等の
社会教育施設が設置されている都市部には公民館は
不要と考えていた。しかしながら文部次官通牒によ
り，公民館という施設そのものの普及が次第に前面
に押し出されるようになってきた。これを受け1948
年には東京都のような大都市で公民館設置が伸び悩
んでいる点について問題化しその打開策を提案する
など89），構想時からの考えの変化が示されるように
なった。
寺中の公民館構想には公民館内の図書施設と資料
提供サービスが含まれており，寺中は図書館を批判
的に参照しながら公民館の図書スペース，資料提供
サービスに言及していた。しかしながら公民館と図
書館について両者の連携・協働の内容に関わる発言
はみられない。すなわち公民館の図書館部自体の機
能および外部の図書館との連携への示唆以上のこと
について寺中は述べていない。
また4年間に渡って継続的に占領期の社会教育政
策を主導したネルソンは公民館の存在を支持し振興
を後押ししたものの，公民館政策と図書館政策とを
峻別していた。ネルソンの博士論文では公民館を
扱った箇所には，既存の図書館に関する言及はなく，
図書館を扱った箇所にも公民館との実質的な関係に
ついての言及はなかった90）。
図書館法制定過程を日米双方の一次資料の厳密な
分析を通して明らかにした三浦太郎はこの点を「ネ
ルソンは教育の地方分権化の手段として公民館を活
用することには積極的であったものの，他方で文部
省における権力の集中は否定しており，文部省が公
民館と図書館を一体的に統制する危険性について敏
感であったと考えられる」と分析する91）。
ところで公民館の設置を通達した文部次官通牒で
は，公民館施設がない場所で図書館が附帯事業とし
て公民館活動を行うことを促している92）。寺中は戦
前の附帯施設論争についてはまったく知らなかった
と述べているが93），図書館関係者にとって図書館の
附帯事業とは，図書館の中核的機能を問う極めて核
心的な論点であった。このことは，附帯事業を巡っ
て起こった戦前の附帯施設論争からも明らかであ
る94）。
すでに社会教育の拠点としての位置づけを確立し
ていた図書館と異なり，まったく新しい社会教育施
設として想起・構想された公民館の普及のための施
策の中で，図書館の附帯事業として公民館活動が示
されたことに対し，図書館界で相当な反感が示され
たことは当然であろう。ただし附帯施設論争の時の
ような論争の存在については，今回の文献調査の範
囲では確認できなかった。
この理由の1つとして推測されるのは，公民館設
置が進められた1940年代半ばに，図書館は館界をあ
げて図書館法の準備に入っていたという事実である。
1946年に4月にはフィリップ・オーリン・キーニー
（Philip Olin Keeney）による「日本のための統合
的図書館サービス」が出され，同年12月に文部省社
会教育局が「公共図書館制度刷新要項案」を公表，
1948年3月に「公共図書館法案」（社会教育局文化
課案）の公表，同年11月「公共図書館法案」（日本
図書館協会案），1949年1月「公共図書館法案」（文
部省案）の公表などの準備活動を経て1950年4月30
日の図書館法公布へと歩んでいた95）。
裏田は図書館法が単行法化されたことによって
「積極的な意味で……館界の内的事項を専心充実・
整備することができた」と指摘し，続けて「単行法
としての図書館法は，館界を外部の世界から隔絶さ
せ，孤立させる可能性を大きくした，つまり，大き
な視野にたって，教育全体，社会教育，公民館，博
物館などと協力・提携する行政的基盤から一歩も二
歩も後退せざるをえなかったといえるのでなかろう
か」と述べている96）。
第二次世界大戦以前から図書館活動を通して，す
でに社会教育における立場を確たるものにしていた
図書館界にとって公民館は後発の社会教育施設で
あった。それゆえ公民館政策は，既存の図書館の存
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在を前提とし図書館との関係性において展開される
ことが期待されていたと考えられる。戦前の附帯施
設論争のような議論は起こらなかったにせよ，図書
館に関わる議論が不在のまま公民館政策が進められ
たことに対して，図書館界が極めて強い反感と不信
の念を公民館関係者に抱いたことは当然の帰結で
あったと言えよう。
占領期公民館構想においては，館内の図書館機能
が提示されつつもその実現過程で既存の図書館を巻
き込むような展開は起こらなかった。図書館界と公
民館界が領域横断的に図書館と公民館について議論
をすることはなかった。むしろ図書館機能を内包し
た公民館が急速に普及していく中で，図書館界側か
らは図書館機能を有する公民館の増加が既存の図書
館を弱体化させる要因との見方が示され，公民館政
策推進側からは図書館界が公民館の振興に否定的で
あることに懸念が示された。図書館界においても公
民館界においても両者の一体的運営に向けた方向性
は見られなかった。両者の関係性は図書館と公民館
での個別的連携にとどまった。個別法を持つ図書館
と社会教育法に規定された公民館の制度上の複線構
造は現在に至るまで続き，公民館と図書館は分離し
て論じられてきた97）。
5．おわりに：公民館と図書館の位相
諸外国の公共図書館は公民館と図書館の機能を併
せ持った機関となっているのに対し，日本では情報
アクセスに関わる多様な領域を包み込む公共図書館
のサービスが資料と情報提供に焦点化され，利用者
の行動が読書行為に集中する状況が生まれたことは，
公民館の存在と無関係とは言えないだろう。一方，
図書館と公民館が別の施設でありながら部分的に活
動領域を共有してきたことで，住民は個人のニーズ
に合わせて複数の機関を自由に往来することができ，
結果として生涯学習活動はより多面的かつ厚みを帯
びたものになった98）。公民館と図書館が地域に存在
することは住民の自律的な学びを支える日本の生涯
学習制度の強みでもある。それゆえ日本の公共図書
館が多目的な学習・文化施設に活動を展開していく
中で公民館を射程に入れて今後の方向性を討究して
いく必要があるが，その際，位相の異なる2つの問
題が立ち現れる。
第1点目は公共図書館未設置地域におけるオルタ
ナティブな公共図書館として公民館図書室を位置づ
けるための理念をどのように定立できるのかという
問題である。公共図書館の本質的存在意義は情報・
文化格差を埋めることにあるため，すべての住民が
公共図書館にアクセスできることが図書館サービス
の最低条件である。2018年現在，公共図書館は全国
に3，296館存在するが，市区立図書館の設置率は約
99パーセントである一方，町村立図書館の設置率は
57パーセントに留まる99）。このような状況の中で，
公共図書館へのアクセスが叶わず，日常的に公民館
図書室100）を公共図書館として利用している住民の
数は一定数存在することが推定される。公民館図書
室は，図書館法で図書館とは認められていないもの
の，可能な範囲で図書館サービスを提供しており，
公民館図書室を公共図書館と認識している住民もい
ると推測される。情報アクセスに関わる平等性・公
正性に着目するならば，公民館図書室は公共図書館
の正式な代替施設としての位置づけを得る必要があ
る。今後公民館図書室の実態についても検証を行う
べきであろう101）。
第2点目は公共図書館と公民館の機能分化あるい
は役割分担に関わる問題である。海外の公共図書館
において実施されている各種学習・文化事業は日本
では公民館の中核的事業である。公共図書館と公民
館はどちらも個人に学びの力を与えるエンパワーメ
ント装置として機能するが，図書館は資料・メディ
アと利用者を結びつけ，公民館は人と人とを結びつ
ける。日本において公共図書館と公民館がその活動
領域を重なり合わせつつも，公共図書館は「メディ
アへのアクセスの場」に公民館は「対話の場」に活
動を焦点化することに妥当性を与えることはできる
のか102）。増加傾向にある生涯学習のための複合施
設はもちろんのこと，物理的に離れて設置されてい
る場合にも公共図書館と公民館を生涯学習空間とし
て一体的に捉えることの可能性が問われるべきであ
る。
日本固有の生涯学習施設である公民館と図書館の
関係性をその占領期に立ち戻り検討した本稿では
1946年の公民館構想から1949年の社会教育法制定ま
でに焦点を当てているが，今後は1950年代以降の発
展をみていくことが必要である。そして今回十分に
論じることができなかった図書館関係者側の公民館
構想に対する反駁に関わる資料の発掘を続行すると
ともに，両者の直接的な議論の不在について，その
背景・理由に着目し深く掘り下げて分析する必要が
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ある。さらに歴史的研究を踏まえ，公民館と図書館
が類似施設同士の連携，業務提携にとどまらない新
たな関係性を構築するための理論的基盤の検討や公
民館の専門職員についての検討も今後の課題として
残されている。今後は本稿で示した占領期公民館の
構想に関わる議論を日本の生涯学習空間の検討の出
発点として，議論を深化させていきたい。
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館の構想と立法（特集 戦後社会教育行政の移り変わり）『社
会教育』28（10），1973，p．34―36；寺中作雄［他］「特集
30歳を迎えた公民館：公民館構想の原点をたしかめる」『月
刊社会教育』20（7），1976，p．28―39；寺中作雄「今月のこ
とば 八十年代の公民館」『社会教育』35（9）1980，p．3．
77）寺中作雄「社会教育法制定の頃：特に公民館発足当時の
思出」前掲76），p．25．
78）寺中作雄「社会教育法前後：戦後社会教育の想い出3」
前掲76），p．54．
79）寺中作雄［他］「特集 30歳を迎えた公民館：公民館構想
の原点をたしかめる」前掲76），p．33．
80）寺中作雄「社会教育法制定の頃：特に公民館発足当時の
思出」前掲76），p．27．
81）同上，p．74．質問者は「公民館構想というものが，戦前，
といっても大正の末年から昭和のはじめにかけて，和田万
吉という人によって論じられておって，それが図書館界に
論議をまきおこしたということがあるそうですが」と前置
きして質問している。田所は質問者が「1924年の和田萬吉
論文「地方文化の中心としての図書館」と1934年の附帯施
設論争を混同しているとみられるが，いずれにせよ，1938
年文部省入省の寺中は，これらの議論を知らなかったと推
測できる」と指摘している。田所祐史，前掲30），p．105．
82）寺中作雄「公民館の構想と立法（特集 戦後社会教育行政
の移り変わり）」前掲76），p．34．
83）同上，p．34．
84）上原直人，前掲28），p．306，310．
85）寺中作雄，鈴木健次郎，宮原誠一，前掲45），p．74―75．
86）ネルソンとの協議に関してスピードのある展開について
寺中は「担当のネルソンは若かったし，日本へきて社会教
育をやろうという気があったので，民主主義を普及するた
めにということで，公民館構想をだしたら，すぐにさんせ
いしました」と後年その思い出を語っている。同上，p．74．
87）“「公民館に関する件並木芳雄」（公文類聚・第七十五編・
昭和二十五年・第七巻・国会七・質問に対する答弁書・衆
議院三），”〈https://www.digital.archives.go.jp/DAS/meta/
listPhoto?LANG=default&BID=F0000000000000008597
&ID=M0000000000001783869&TYPE=&NO=〉. 国立公文
書館デジタルアーカイブ［引用日：2019―06―09］ 全国の
公立図書館と私立図書館を合わせた公共図書館は1948年3
月の時点で1549館と報告されている。西崎恵『図書館法』
日本図書館協会，1970，p．130―133．
88）寺中作雄，前掲35），p．6．
89）寺中作雄，斎藤主事，伊東文雄，中田那造，前掲69），p．39
―40．
90）J. M.ネルソン，前掲54），p．170―187．
91）三浦太郎「占領下日本における図書館法制定過程」『現代
日本の図書館構想：戦後改革とその展開』前掲57），p．257．
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92）前掲36），17ページ目
93）寺中作雄，鈴木健次郎，宮原誠一，前掲45），p．74．
94）永末十四雄『日本公共図書館の形成』日本図書館協会，
1984，p．290―301；小川徹，奥泉和久，小黒浩司，前掲33），
p．182―198．
95）「日本図書館史年表（1945年～1989年）」『現代日本の図書
館構想：戦後改革とその展開』前掲57），p．331―333．
96）裏田武夫「序論」『図書館法研究：図書館法制定三十周年
記念・図書館法研究シンポジウム』前掲31），p．13．
97）高山正也「展望」『現代日本の図書館構想：戦後改革とそ
の展開』前掲57），p．1．
98）蓑田明子は，図書館と公民館の勤務経験を踏まえ，両施
設がともに住民に働きかけることで市民活動を活発化する
可能性をまとめている。蓑田明子「特集：公民館職員が考
える図書館の可能性」『出版ニュース』2018年10月下旬号，
p．4―9．
99）日本図書館協会図書館調査事業委員会編『日本の図書館
統計と名簿』前掲23），p．24．
100）2016年現在，公民館は14，841館存在し，公民館図書室は
5，382箇所に設置されている。前掲2），公民館図書室の数
は，同調査の統計表一覧の「公民館の施設・整備の所有数
（2―1）」のデータによる。（“社会教育調査，”〈http://www.
mext.go.jp/b_menu/toukei/chousa02/shakai/index.htm〉．
［引用日：2019―06―09］．）
101）個別事例としては例えば以下のような研究報告がある。
和田正子「公民館図書室について－東京都国立市公民館を
事例として－」『明治大学図書館情報学研究会紀要』5，2014，
p．17―23．
102）ただし公共図書館が読書専門施設になることを意図して
はいない。館内を静寂に保ち個人読書のための環境を保持
することと，自由な会話によって学びの成果を他者と共有
していく場を提供していくことの両方が公共図書館には求
められる。メディアと資料の利用や読書は個人でなされる
だけでなく，他者との共有によって厚みを帯び深化するか
らである。その点からみると日本の公共図書館で利用者行
動の主流を占める個人学習は「読書」と「メディア」を扱
う図書館の強みが部分的にしか発揮できていないことを示
している。
第61回研究大会の
個人研究発表募集について
第61回日本図書館研究会研究大会における個
人研究発表を募集します。発表ご希望の方は下
記の要領で奮ってご応募ください。日時は第61
回研究大会の初日，2020年2月22日（土）の午
前中，会場は立命館大学を予定しています。
応 募 要 領
応募条件：会員の個人研究。3人までの共同研
究でもよいが，全員が本研究会会員
であること（同時入会も可）。3組程
度を予定。
発表時間：20分間（質疑応答5分を含む）
応募手続：タイトル，発表者名に1600字程度の
要旨を添え下記にお申込み下さい。
E-mail：kenkyu＠nal-lib.jp
（日本図書館研究会研究委員会）
テキストファイルまたはワード形式
使用。書式自由。要旨は返却できま
せん。
応募期限：2019年10月17日（木）厳守
採否決定：研究委員会で検討し11月中旬までに
応募者に採否のご通知をします。採
用者には2020年1月下旬までに予稿
集原稿のご提出をお願いします。
その他注意事項：二重投稿でないこと。この口
頭発表日以前に同一内容の公表をし
ていないこと。
問い合わせ：上記メールアドレスへお願いします。
